
（別紙１） 

 

松本市南部老人福祉センターの管理運営に関する仕様書 

 

 

（目的） 

第１条 この仕様書は、松本市南部老人福祉センターの管理運営に関する基本協定書（以下「本協

定」という。）及び松本市南部老人福祉センターの管理運営に関する年度協定書（以下「年度協定」

という。）に定めるもののほか、指定管理者が行う業務の詳細について定めることを目的とする。 

 

（管理施設） 

１ 施設の概要 

（１） 所在地 

     松本市双葉４番１６号 

（２） 施設の内容 

    松本市総合社会福祉センター３階 

    事務室、集会室、講座室、図書室、浴場、便所 

（３） 延床面積  ８４５㎡ 

 

（管理運営方針） 

  松本市南部老人福祉センター（以下「本施設」という。）は、老人福祉法及び地方自治法に基 

づき、地域の高齢者に対し、各種の相談に応じるとともに、健康増進、教養の向上及びレクリエ 

ーションのための便宜を総合的に供与し、もって高齢者の健康で明るい生活を支援することを目 

的とし、指定管理者はこの目的を達成できるよう、この仕様書に基づき適正に管理することとす 

る。 

 

（法令等の遵守） 

  以下に掲げる規定を遵守すること。 

   ア 松本市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例 

イ 松本市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則 

ウ 松本市総合社会福祉センター条例、同施行規則 

エ 松本市情報公開条例、同施行規則 

オ 松本市個人情報保護条例、同施行規則 

カ 松本市行政手続条例 

キ 老人福祉法、地方自治法その他関係法規 

ク 公衆浴場法 

ケ 労働基準法及びその他労働関係法令 

コ その他関連する規定 

 

 



（業務内容） 

１ 使用の許可に関する業務 

（１） 受付業務 

    ア 受付は、使用者の利用受付、各種案内及び使用者に対して適切な利用がなされること 

に努力することとする。 

    イ 本施設の使用方法を提示し、使用者に本施設の運営についての情報を的確に提供する 

こととする。 

    ウ 電話での各種問合せの対応、使用者からの苦情対応など適切に行うこととする。 

 

２ 施設及び設備の維持管理に関する業務 

（１） 一般的事項 

     指定管理者は、本施設の運営開始から事業期間終了までの間、本施設の使用者が安全か 

つ快適に使用できるように、本施設を適正な状態に維持することを目的とし、以下の事項 

を基本方針として維持管理業務を実施することとする。 

ア 関係法令を遵守すること。 

    イ 本施設が有する機能及び性能等を保つこと。 

ウ 合理的かつ効率的な業務実施に努めること。 

    エ 施設の環境を安全、快適かつ衛生的に保ち、使用者の健康被害を未然に防止すること。 

    オ 物理的劣化等による危険・障害等の発生を未然に防止すること。 

（２） 建築物保守管理業務 

     本施設の建築物の建具、天井、内壁、床、付属物等各部位の点検、保守等を実施するこ 

ととする。 

ア 部材の劣化、破損、腐食、変形等について調査、診断、判断を行い、迅速に修繕を行 

うとともに適正な性能及び機能が発揮できる状態に保つこと。 

   イ 結露やカビの発生を防止すること。 

ウ 開閉・施錠装置等が正常に作動する状態を保つこと。 

   エ 建築物内外の通行等を妨げず、運営業務に支障を来たさないこと。 

オ 建築物において重大な破損、火災、事故等が発生し、緊急に対処する必要が生じた場 

合の被害拡大防止に備えること。 

（３） 備品等保守管理業務 

      本施設に設置されている貸与備品等について、保守を実施することとする。 

     ア 指定管理者は、施設運営に支障を来たさないよう施設運営上必要な備品を適宜整備し、 

管理を行うとともに、不具合の生じた備品については、随時、修繕・更新等を行うこと。 

    イ 指定管理者は、本施設の備品については備品記録簿を備え、その保管に遺漏のないよ 

うにする。  

（４） 清掃業務 

      指定管理者は、良好な環境衛生、美観の維持に心がけ、施設としての安全かつ快適な空 

間を保つため清掃業務を実施することとする。また、清掃を実施する際には、使用者の 

妨げにならないように配慮することとする。 

 



     ア 日常清掃 

       日又は週を単位として定期的に行う業務をいい、概ね次のような業務をいう。 

       床清掃（掃き、拭き）、ちり払い、手摺清掃、ごみ処理、便所清掃、浴室清掃等 

     イ 定期清掃 

       ３ヵ月又は６ヵ月を単位として定期的に行う業務をいい、概ね次のような業務をいう。 

窓ガラス清掃、什器備品の清掃等 

     ウ 特別清掃 

       ６ヵ月又は年を単位として行う定期的な業務と不定期に行う業務をいい、概ね次のよ 

うな業務をいう。 

      照明器具及び時計の清掃、空調設備の吹出口及び吸込口の洗浄、外壁及び外部建具の 

清掃、除草、排水溝及びマンホール等の清掃、カーペットの清掃等 

（５） 環境衛生管理業務 

       浴室内の衛生を保つため、清掃及び水質検査を実施するものとする。 

     「公衆浴場における衛生等管理要領等について」（平成１２年１２月１５日付け生衛発 

第１８１１号厚生省生活衛生局長通知）及び「公衆浴場における衛生等管理要領等の改正 

について」（平成１５年２月１４日健発第２１４００４号厚生労働省健康局長通知）を遵

守し、浴室の衛生管理に努めること。 

 （６） 修繕業務 

     建築物及び備品等とし、他の維持管理業務と一体的に実施するものとする。また、本 

施設におけるサービスが円滑に提供され、本施設の使用者が安全かつ快適に使用できるよ

う、施設全体の修繕業務を実施すること。 

 （７） 警備業務 

     本施設の秩序及び規律の維持、盗難、破壊等の犯罪の防止、火災等の災害防止、財産の 

保全及び使用者の安全を目的とする警備業務を実施する。 

     警備方法は、以下の業務要求を満たすものとし、具体的な方法は指定管理者の提案に委 

ねる。また、機械警備によることも可能である。 

    ア 施設の用途、規模、開館時間、使用状況等を勘案して適切な警備計画を立て、犯罪、 

災害等の未然防止に努める。 

    イ 警備業法、消防法、労働安全衛生法等関連法令及び監督省庁の指示を遵守すること。 

    ウ 定期的に施設内の巡回を行い、施設の安全を確認すること。 

    エ 開館時間外の火災の発見、通報を行うこと。 

    オ 不法侵入者、不信物を発見した場合は、警察への通報等適切な処置を行うこと。 

    カ 開館時間外の出入館管理を行うこと。 

 

３ 老人福祉法の規定により本施設が行う事業に関する業務 

 （１） 各種相談 

    ア 生活相談 

      高齢者の生活、身上等に関する相談に応じ、適切な援助、指導を行うこと。 

    イ 健康相談 

      高齢者の疾病の予防、治療に関する相談に応じ、適切な援助、指導を行うこと。 



 （２） 松本市高齢者学習事業の実施 

    ア 松本市プラチナ大学（老人大学）の開講 

      高齢者の教養の向上、レクリエーション、趣味の活用等高齢者が自ら学習・実習を通 

じ、生きがいを高めるとともに、現代社会への適合能力を高めるための必要な便宜を提 

供すること。 

（３） 教養講座等の実施 

     高齢者の教養の向上のための事業を行うとともに、趣味、創作グループに対する活動の 

場を提供すること。 

 （４） 機能回復訓練指導 

     高齢者の後退機能の回復訓練のための指導を行うこと。 

（５） 高齢者クラブに対する援助等 

     高齢者クラブの運営について援助を行うとともに、高齢者に対する調査、研究、広報等

の事業を行うこと。 

（６） その他 

     市長が必要と認める事業を行うこと。 

 

４ その他の運営業務 

 （１） 急病等への対応 

     指定管理者は、本施設の使用者等の急な病気・怪我等に対応できるよう、薬品や器材等 

の用意を行うこと。また、急病人発生の対応マニュアルを整備し、職員に周知徹底し救急 

時の対応について十分な対策を講じるようにすること。 

 （２） 災害時の対応 

 指定管理者は、災害時の発生に対応できるよう、災害時等に必要な最低限の資機材等の 

用意を行うこと。また、災害発生の対応マニュアルを整備し、職員に周知徹底し緊急時の 

対応について十分な対策を講じること。また、指定管理者は、災害時等に市が緊急に避難 

場所として本施設を使用する必要があるときは、市の指示により、優先して避難者等を受 

け入れることとする。なお、避難受け入れに要した費用は市が負担する。 

 

５ 事業計画書の提出 

  初年度を除き、毎年度４月１０日までに当該年度の事業計画を市へ提出すること。 

 

６ 自主事業 

（１） 指定管理者は、事業の内容が施設の設置目的に合致しており、指定管理業務の実施を妨げ

ないものについて、自らの発案したイベント、教室等の自主事業を行うことができる。 

（２） 自主事業の実施については、事前に事業計画書を用いて市と事前に協議し、承認を経てか

ら実施すること。自主事業終了後、３０日以内に自主事業報告書を市へ提出すること。 

（３） 自主事業に係る経費は、別に経理し報告するものとする。 

 

７ 利用者へのアンケート調査 

  利用者へのアンケート調査を実施すること。詳細は松本市南部老人福祉センターのモニタリン



グに関する要領（別紙８）による。 

 

（業務実施条件） 

（１）休館日 ア  土、日曜日及び祝日 

イ １２月２９日から翌年の１月３日まで 

※指定管理者は、必要があると認めるときは、市長の承認を得て、

変更することができる。 

（２）開館時間 午前９時から午後５時まで 

※指定管理者は、必要があると認めるときは、市長の承認を得て、

変更することができる。 

（３）利用の許可 松本市総合社会福祉センター条例第７条の規定に基づき行う。 

（４）利用の停止 松本市総合社会福祉センター条例第１５条の規定に基づき行う。 

（５）使用料 無料 

（６）利用者の範囲 ア 市内に居住する満６０歳以上の者 

イ 市長又は指定管理者が必要と認めた者 

（７）人員配置 施設の長、相談・指導を行う職員を配置すること。 

（管理物品） 

１ 備品等の帰属 

（１） 貸与備品等 

     市が購入のうえ貸与した備品等は、市に帰属する。指定管理者、協定期間中貸与備品等

を常に良好な状態に保つものとする。指定管理者の責に帰すべき事由により貸与備品等を

毀損し、又は滅失したときは、指定管理者が弁償することとなるが、経年劣化等により使

用不能となった場合の取扱いは、リスク分担表のとおりとする。 

    （詳細については、備品記録簿を参照のこと。なお、備品記録簿の作成にあたっては、市

及び指定管理者の両者協議のうえ作成するものとする。） 

 （２） 購入備品等 

     指定管理者が自らの負担により購入又は調達をした備品等は、指定管理者に帰属する。

指定管理期間終了時には、原則として指定管理者自らの責任と費用で、撤去又は撤収する

こととする。 

 

（管理施設の改修等） 

  管理施設・設備・備品の修繕については、経年劣化によるもの及び第三者の行為から生じたも 

ので相手方が特定できないものの場合において、１件１０万円（消費税及び地方消費税を含む。） 

以下は指定管理者が自己の費用と責任において実施するものとし、１件１０万円（消費税及び地 

方消費税を含む。）を超えるものは市が自己の費用と責任において実施するものとする。 

 

（保険） 

１ 本業務の実施にあたり、市が付保する保険は次のとおりである。 

（１）（社）全国市有物件災害共済会 建物総合損害共済 

 （２）全国市長会市民総合賠償補償保険 

２ 指定管理者は、本業務の実施にあたり、必要と考えられる保険に加入することができる。 

 



（統轄責任者） 

  指定管理者は、業務に関する統轄責任者を定め、業務の開始前に市に届け出ることとする。 

 

（帳簿の備置） 

指定管理者は、管理業務に関する帳簿を常に整備し、これを５年間保存しなければならない。 

 

（会計口座管理） 

指定管理者は、自身の団体等と独立した会計帳簿及び経理規程を設けるとともに、管理する口

座については、本施設の管理運営に係る収支状況が明確になるようにすること。 

 

（目的外使用許可） 

  施設内に自動販売機等を設置する場合には、行政財産の目的外使用として市の許可が必   

要となる。この場合に、行政財産の目的外使用に関する条例（昭和３９年条例第２０号）の規定

に基づく使用料を納付すること。 

  指定管理者以外の者が目的外使用許可の申請を行い、市の許可を受けた場合は、許可を受けた 

者と指定管理者との間で、電気使用料、水道料金等の経費負担について取り決めをする。 

 

（疑義についての協議） 

  この仕様書に定めのない事項又は疑義が生じた場合は、市と指定管理者が協議して定めるもの

とする。 


